
1.財政投融資を活用している事業の主な内容

2.財政投融資計画額等

3.当該事業の成果、社会・経済的便益など

（独）緑資源機構

（単位：億円）
１５年度末財政投融資残高見込み１６年度財政投融資計画額

81 4,276

(1) 水源林造成事業
　　水源をかん養する等の目的で、急速かつ計画的に森林の造成を行う必要があるにもかかわらず、森
　林所有者等が自助努力を行っても林業生産活動のみでは造成が進まない民有林において、緑資源機構
　が費用負担者となって、水源林を造成し、国民生活に不可欠な水資源のかん養、国土保全、地球温暖
　化防止等に資する事業

(2) 緑資源幹線林道事業
　　北上山地、中国山地等地理的条件が悪く、山村地域の過疎化・高齢化の進行等により、豊富な森林
　資源の開発が十分に行われていない全国７圏域において、林道の開設等を行い、林業生産性の向上等
　を図る事業

(3) 農用地総合整備事業
　　旧農用地整備公団の廃止に伴い受託残事業として、緑資源公団を経て緑資源機構に承継された事業
　であり、広域的な区域を対象として農用地（区画整理等）と農業用道路等の整備を一体的かつ集中的
　に行うことにより、農業生産性の向上と農業構造の改善を図る等、地域の活性化に資する事業

（参考）財投対象外の主な事業としては、特定中山間保全整備事業（森林及び農用地の一体的な保全・
　　　整備を行う事業）及び海外農業開発業務（農業分野の国際協力に係る調査等を行う事業）があ
　　　る。

(1) 水源林造成事業においては、平成15年度末までに水源地域の民有林において、43.7万haの植栽を実
　施した。（14年度以降の植栽林分及び水源林特別対策事業は全額補助金により実施した。）
　　平成13年11月に公表された日本学術会議答申「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面
　的機能の評価について」による森林の多面的機能の評価を基に、本事業により造成された水源林の効
　果のうち面積按分の方法で推計が可能なものは、以下のとおりとなる。
　①土砂災害防止・土壌保全効果 6,378億円/年(表面浸食防止:4,911 表層崩壊防止:1,467)
  ②水源かん養効果　　　　　　 5,187億円/年(洪水緩和:1,124 水資源貯留:1,519 水質浄化:2,544)
  ③地球環境保全効果　　　　　　 215億円/年(二酸化炭素吸収:215)
　　この他、水源林造成事業の実施に伴い、山村地域における林業作業員等の雇用の確保の効果(年間
　約150万人日;[過去10年間の平均雇用量])等が期待される。
　
(2) 緑資源幹線林道事業においては、平成15年度末までに1,235.6㎞の林道の開設・改良を実施した。
　　これら事業実施による効果全体のうち、平成13年度及び14年度の新規着工 7区間延長合計95.4kmの
　みについて、林野公共事業の事業評価実施要領に基づき、採択時点での効果を算定（工事期間に林道
　の耐用年数40年を加え算定）した場合、約532億円となっている。
　　主なものとしては、次のような効果が期待できる。
　①木材生産効果(木材生産増進効果等)  318億円
　②造林効果(森林整備増進公益効果等)  100億円
　③森林関連効果(保健休養効果等)　　   72億円
　④山村振興効果(一般交通効果等)　　   20億円

(3) 農用地総合整備事業においては、平成15年度末までに10区域、30市町村、受益面積約54千haの農用
　地を対象に農用地及び農業用道路の整備を実施した。
  　平成16年度において実施中の10区域について土地改良事業における経済効果の測定方法に基づき、
　最新の事業計画での効果を算定し積み上げた結果は、以下のとおりである。
　（関連事業を含む総事業費2,917億円(計画ベース)、総合耐用年数内(平均49年)に発生する効果につ
　いて算定）
  ①農業用道路の整備
　　　走行経費の節減、走行時間の短縮、農産物の荷痛み防止効果等で2,950億円
  ②農用地及び用排水施設等の整備
　　　農業生産性の向上(生産量増加、品質向上)、
　　　農業経営向上効果（労働節約、維持管理費節減)､水利施設等の更新効果等で393億円



4.当該事業に関する政策コストの試算値

：

：

：

  ＜参考＞
補給金・出資金等の平成１６年度予算計上額
補給金等：２９８億円

出 資 金：１８３億円

水 源 林
造 成 事 業

緑資源幹線
林 道 事 業

農用地総合
整 備 事 業

　平成16年度の政策コストは2,043億円である。15年度と16年度の前提金利の変化による影響を捨象し、16年
度以降に発生する政策コストを比較すると、実質的な政策コストは36億円増加したと分析される。
　この要因として、事業計画の変更等によるコスト増(36億円程度)によるものが考えられる。

　平成16年度の政策コストは7,907億円である。15年度と16年度の前提金利の変化による影響を捨象し、16年
度以降に発生する政策コストを比較すると、実質的な政策コストは1,379億円減少したと分析される。
　このような実質的なコスト減は、次のような要因によるものと考えられる。
・期首出資金の減少によるコスト減(1,404億円程度)
・事業計画の変更等によるコスト増(25億円程度)
　また、分析終了年度は昨年と同様、平成13年度までに植栽した造林木が伐採されるまでとしており、分析開
始年度の1年経過により、分析期間が1年間短くなっている。

　平成16年度の政策コストは964億円である。15年度と16年度の前提金利の変化による影響を捨象し、16年度
以降に発生する政策コストを比較すると、実質的な政策コストは113億円増加したと分析される。
　この要因として、事業計画の変更等によるコスト増(113億円程度)によるものが考えられる。

［政策コスト］ (単位：億円)

15年度 16年度 増減 15年度 16年度 増減 15年度 16年度 増減 15年度 16年度 増減

1.国からの補給金等 25 239 ＋214 2,209 2,051 △158 1,013 937 △76 3,247 3,227 △20

2.国への資金移転 － － － － － － － － － － － －

　1～2　小計 25 239 ＋214 2,209 2,051 △158 1,013 937 △76 3,247 3,227 △20

3.国からの出資金等の機会費用分 9,081 7,668 △1,413 △20 △8 ＋12 20 27 ＋7 9,081 7,687 △1,394

　1～3　小計 9,106 7,907 △1,199 2,189 2,043 △146 1,033 964 △69 12,328 10,914 △1,414

4.欠損金の減少分 － － － － － － － － － － － －

　1～4　合計＝政策コスト 9,106 7,907 △1,199 2,189 2,043 △146 1,033 964 △69 12,328 10,914 △1,414

　分　析　期　間（年） 78 77 △1 40 40 － 22 22

区 分
計

農用地総合
整備事業

水 源 林
造成事業

緑資源幹線
林道事業

－

［前提条件を変化させた場合］
(単位：億円)

農 用 地 総 合 整 備 事 業

区 分

水 源 林 造 成 事 業

政策コスト（増減額）

(＋187)
(＋208)
(＋94)

8,094
2,251
1,058

緑 資 源 幹 線 林 道 事 業 事 業 費＋１０％

事 業 費＋１０％

変化させた前提条件とその変化幅

業務収入△１０％

［経年比較分析］ (単位：億円)

15年度 16年度 増減 15年度 16年度 増減 15年度 16年度 増減 15年度 16年度 増減

(A)政策コスト（再掲） 9,106 7,907 △1,199 2,189 2,043 △146 1,033 964 △69 12,328 10,914 △1,414

9,106 7,721 △1,385 2,189 2,092 △97 1,033 967 △66 12,328 10,780 △1,548

9,100 7,721 △1,379 2,056 2,092 ＋36 854 967 ＋113 12,010 10,780 △1,230

区 分

(A')(A)前提金利を15年度政策コスト分析
で用いたものとした場合の政策コスト

(B)(A')のうち16年度以降に発生する政策
コスト

農用地総合
整備事業

計
水 源 林
造成事業

緑資源幹線
林道事業

［投入時点別政策コスト内訳］

15年度 16年度 増減 15年度 16年度 増減 15年度 16年度 増減 15年度 16年度 増減

9,106 7,907 △1,199 2,189 2,043 △146 1,033 964 △69 12,328 10,914 △1,414

△189 △2,113 △1,924 2,361 2,273 △88 1,019 958 △61 3,191 1,118 △2,073

6,471 5,569 △902 － 1 ＋1 4 8 ＋4 6,475 5,578 △897

－ － － － － － － － － － － －

2,634 2,338 △296 2,189 2,043 △145 1,029 956 △73 5,851 5,337 △514

△189 △2,113 △1,924 2,361 2,273 △88 1,019 958 △61 3,191 1,118 △2,073

25 239 ＋214 2,209 2,051 △158 1,013 937 △76 3,247 3,227 △20

25 310 ＋285 2,417 2,311 △106 1,021 949 △72 3,463 3,570 ＋107

－ － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － －

0 △183 △183 △21 △8 ＋13 16 19 ＋3 △5 △172 △167

△214 △2,423 △2,209 △56 △38 ＋18 △2 9 ＋11 △272 △2,452 △2,180

2,609 2,282 △327 － － － － － － 2,609 2,282 △327

－ － － － － － － － － － － －

 (A) 政策コスト （再掲）

① 分析期首までに投入された出資金等
 の機会費用分

② 分析期間中に新たに見込まれる政策
  コスト

区　　　分

国からの補給金等

国への資金移転

剰余金等の増減に伴う政策コスト

出資金等の機会費用分

水 源 林
造成事業

緑資源幹線
林道事業

農用地総合
整備事業

計

上段：割引現在価値
下段：名目値



 5.分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

【試算の概要】
①　機構の行う事業のうち水源林造成事業、緑資源幹線林道事業及び農用地総合整備事業の３事業につ
　いて、平成16年度までに着手した箇所が完了するまでの事業費を分析の対象としている。
②　各事業の試算にあっては、
　・水源林造成事業
　　　総新植予定面積51万haのうち平成14年度以降の植栽林分及び水源林特別対策事業は全額補助金と
　　して対象外としたため、平成13年度までに植栽を行った約43万haを対象に、造林地の保育・管理等
　　が完了するまで
　　(平成16年度以降総事業費7,875億円）
　・緑資源幹線林道事業
　　　全体計画延長 2,161.5kmのうち平成15年度及び平成16年度は新規着工区間がないため、平成14
　　年度までに着手している区間(計画延長約1,793.5km)を対象に各区間の開設・改良が完了するまで
　　(平成16年度以降総事業費2,859億円）
　・農用地総合整備事業
　　　平成16年度において完了及び継続実施している区域(総受益面積 111千ha)のうち、平成16年度ま
　　でに実施している10区域(受益面積約57千ha)の農用地を対象に、農用地及び農業用道路の整備が完
　　了するまで
　　(平成16年度以降総事業費1,376億円)
  を分析の対象としている。
③　分析期間は、上記各事業の債務が全て償還されるまでの
  　水源林造成事業…………………77年間（平成15年度は78年間）
　　緑資源幹線林道事業……………40年間（平成15年度は40年間）
　　農用地総合整備事業……………22年間（平成15年度は22年間）
　となっている。
④　緑資源幹線林道事業及び農用地総合整備事業における業務収入（負担金等収入)は､現行負担金等徴
　収制度に基づき計上し、水源林造成事業における業務収入(主伐収入)は、「素材換算立木価格」を参
　考に機構持ち分を推計している。
　　なお、緑資源幹線林道事業の借入金償還については、償還財源である負担金等の徴収完了年度に残
　額を繰上償還することとし、分析を完了している。
⑤　以上のような考え方の下に、設定された前提条件に従って事業の将来シミュレーションを行いそれ
　に基づいて当該事業の遂行に必要な出資金、補助金、補給金を算出した。
　

（業務収入の推移） (単位：億円)

(見込) (計画)

12 13 14 15 16 17～21

0.7 1.0 0.8 0.1 0.1 1.1 7,541 伐採計画に基づき計上業 務 収 入

年 度
(実績) (試算前提)

22～92計

（事業費の推移） (単位：億円)

(見込) (計画)

12 13 14 15 16 17～33 34

280 225 195 192 156 前年同 54

年 度
(実績) (試算前提)

事 業 費

（事業費の推移） (単位：億円)

(見込) (計画)

12 13 14 15 16

297 317 348 300 240 1,136 実施計画に基づき計上

年 度
(実績)

事 業 費

(試算前提)

17～22計

③　農用地総合整備事業については、補助金(各年度の区域毎の事業費に補助率を乗じて算出した額)と
　借入金等(各年度の事業費から国庫補助金を減じ、徴収金と償還金の差額分を調整し算出した額)で所
　要経費を賄っており、借入金等相当額については、事業完了の翌年度から15年元利均等年賦償還の方
　法により負担金として徴収することとしていることから､事業実施最終年度(平成22年度)分は、15年
　後の平成37年度をもって徴収完了となっている。
　　なお、貸倒れについては、負担金が地方公共団体から確実に徴収され、これまでに発生していない
　ため、政策コスト分析上見込んでいない。

【将来の事業見通し】
①　水源林造成事業については、平成35年度までは出資金2/3、借入金等1/3の割合で所要経費を賄って
　おり、以降順次主伐収入等をもって借入金等の償還財源等に充てることとしている。
　　なお、主伐収入を見込む期間は、平成13年度までに植栽した造林地が成林し、伐採が完了する平成
　92年度までとしている。

②　緑資源幹線林道事業については、各区間の事業費に直近の補助率(基本補助率 2/3)を乗じて得た補
　助金と借入金等で所要経費を賄っており、借入金等相当額については、 4年以内据置後21年元利均等
　半年賦償還の方法により負担金・賦課金として徴収することとしていることから、事業実施最終年度
　(平成34年度)分は、21年後の平成55年度をもって徴収完了となっている。
　　なお、貸倒れについては、負担金・賦課金が地方公共団体・受益者から確実に徴収され、これまで
　に発生していないため、政策コスト分析上見込んでいない。



6.補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

　

7.特記事項など

　（参考）年度計画予算見積り、貸借対照表、損益計算書

(単位：百万円)

注）四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

政 府 出 資 金

収 入

41,070国 庫 補 助 金

政 府 補 給 金

独立行政法人緑資源機構

平 成 １６ 年 度 計 画 予 算 見 積 り

537 14,095

18,296

8,100

林 道 事 業 関 係 経 費

特 定 地 域 等 整 備 事 業 関 係 経 費

13,711

合 計 104,659

業 務 外 収 入

21,925

685

34,094

14,726

4346,700 海 外 事 業 関 係 経 費

109,861

9,995

8,759

1,235

196

合 計

一 般 管 理 費

業 務 外 支 出

支 出

見 込 額 見 込 額区 分 区 分

50,166業 務 経 費

造 林 事 業 関 係 経 費

受 託 経 費

借 入 金 償 還

支 払 利 息

財 政 融 資 資 金 借 入 金

緑 資 源 債 券

業 務 収 入

受 託 収 入 685

820

28,451

人 件 費

そ の 他 一 般 管 理 費

①水源林造成事業
　水資源の安定的な確保と国土保全のため、保安林等のうち無立木地、散生地、粗悪林相地を対象に水
源林を造成するための公共事業であることから、一般会計から出資金「(事業費－補助金)×2/3」及び
補助金(平成14年度以降の植栽林分及び水源林特別対策事業に係る経費の全額並びに平成16年度以降の
借入金等に係る支払利子の2/3相当)を受け入れるとともに、昭和55年度から平成元年度までの間の出資
金振替相当分としての借入金に対する利息相当分として補給金を受け入れている。
（根拠法令等）
　出資金：独立行政法人緑資源機構法第5条
　　　　　（資本金）
　　　　　　　　機構の資本金は、附則第4条第6項の規定により政府から出資があったものとされた金額とする。
　　　　　　２　政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、機構に追加して出資することができる。

　　　　　　３　（省略）

　補助金、補給金：予算措置

②緑資源幹線林道事業
　豊富な森林資源に恵まれ、かつ、林野率が極めて高い山村地域において、林業を中心とする総合的な
地域開発を推進するための公共事業であることから、一般会計から「事業費×基本補助率(2/3)×調整
率×後進地域調整率」の額を補助金として受け入れている。(本コスト分析対象事業費に占める平均補
助率 81％）
（根拠法令等）
　補助金：予算措置

　「独立行政法人緑資源機構法」に基づき、緑資源公団は、平成15年10月1日に解散し、国が承継する
資産を除き、その一切の権利及び義務は、その時において独立行政法人緑資源機構が承継した。
これまでの政策コストの推移は以下のとおり（平成15年度までは、緑資源公団のコスト額である）。

(単位：億円)

13年度 14年度 15年度 16年度 13年度 14年度 15年度 16年度 13年度 14年度 15年度 16年度 13年度 14年度 15年度 16年度

10,142 10,079 9,106 7,907 2,203 2,248 2,189 2,043 1,398 1,219 1,033 964 13,743 13,546 12,328 10,914

水 源 林
造成事業

緑資源幹線
林道事業

農用地総合
整備事業

計

③農用地総合整備事業
　食料の安定的供給、農業生産性の向上及び農業構造の改善に資するため、農用地の改良及び土地改良
施設の整備を行うための公共事業であることから、一般会計から「各年度の区域毎事業費×総合補助率
(工種別事業費×補助率(区画整理45%　農業用道路2/3等)の合計の区域総事業費に占める比率)＋各年度
の区域毎後進地域補助率差額金の合計」の額を補助金として受け入れている。(本コスト分析対象事業
費に占める平均補助率 69％)
（根拠法令等）
　補助金：予算措置

④全事業共通
　国庫納付については、独立行政法人緑資源機構法第30条第3項に次のとおり規定されている。
   （積立金の処分）
　　機構は、第1項に規定する積立金の額に相当する金額から同項の承認を受けた金額を控除してなお残余があるときは、その残余の
　額を国庫に納付しなければならない。



緑 資 源 公 団（林道等勘定）
貸借対照表 (単位：百万円)

14年度
実　績

15年度
実　績

14年度
実　績

15年度
実　績

（資産の部） （負債及び資本の部）

18,110 14,224 3,588 7,858

14,988 8,431 2,966 1,590

2,368 1,969 460 443

0 54 18 39

17 23 5 5,738

476 2,844 140 50

260 904 567,919 564,226

0 0 2,000 5,000

560,614 567,492 218,584 209,851

298,726 304,630 338,274 342,822

444 444 9,061 6,553

258,241 259,350 571,507 572,085

1,478 1,454

1,139 1,027 1,435 1,435

586 585

5,781 8,196

7,216 9,631

578,723 581,716 578,723 581,716

損益計算書 (単位：百万円)
14年度
実　績

15年度
実　績

14年度
実　績

15年度
実　績

（費用の部） （収益の部）

9,835 4,251 9,561 4,032

7,781 3,562 8,215 3,634

0 1 723 125

0 0 1 0

596 78 461 232

249 129 161 41

692 480 0 2,634

381 0 275 -

135 0

1 0

- 2,415

9,835 6,666 9,835 6,666

注）貸借対照表においては緑資源公団の解散の日（平成15年10月1日）の前日の計数を、損益計算書においては当該解散の日の前日までの計数を、

　それぞれ計上している。　　

　　四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

　　本表には政策コスト分析の対象としていない特定中山間保全整備事業、特定森林総合利用基盤整備事業、海外特別事業、受託事業及び転貸資

　金が含まれている。

合　　計 合　　計

当 期 損 失 金

事 業 外 費 用

当 期 利 益 金

未 払 金

有 価 証 券 未 払 費 用

区　　　　分 区　　　　分

流 動 資 産 流 動 負 債

受 託 業 務 前 受 金

未 収 収 益

前 受 金

仮 払 金

そ の 他 の 流 動 負 債

そ の 他 の 流 動 資 産

固 定 負 債

受 託 業 務 前 払 金

緑 資 源 債 券

林 道 事 業 資 産

長 期 借 入 金

未 収 金

長 期 前 受 金

農 用 地 整 備 事 業 資 産

引 当 金

固 定 資 産

（負債合計）

有 形 固 定 資 産

資 本 金

特 定 地 域 整 備 事 業 資 産

政 府 出 資 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

社 会 資 本 整 備 事 業 貸 付 金

（資本合計）

資　産　合　計 負債・資本合計

区　　　　分 区　　　　分

受 託 業 務 収 入

債 券 発 行 費 社 会 資 本 整 備 事 業 事 務 費 収 入

経 常 費 用 経 常 収 益

借 入 金 利 息 割 賦 利 息 収 入

特 別 利 益一 般 管 理 費

受 託 業 務 費 国 庫 補 助 金 収 入

事 業 外 収 益

徴 収 費 用 引 当 金 繰 入

特 別 損 失

海 外 農 業 開 発 調 査 費

債 券 利 息

投 資 そ の 他 の 資 産

現 金 ・ 預 金

緑 資 源 公 団（造林勘定）
貸借対照表 (単位：百万円)

14年度
実　績

15年度
実　績

14年度
実　績

15年度
実　績

（資産の部） （負債及び資本の部）

5,784 2,693 501 3,625

4,351 1,580 15 72

617 617 467 443

5 5 0 3,100

3 3 19 9

808 487 237,382 234,797

981,938 996,657 2,000 4,000

981,087 995,811 231,500 226,933

800 794 3,882 3,864

52 51 237,883 238,422

739,121 749,880

10,719 11,048

8,265 8,712

2,454 2,336

749,840 760,928

987,723 999,350 987,723 999,350

損益計算書 (単位：百万円)
14年度
実　績

15年度
実　績

14年度
実　績

15年度
実　績

（費用の部） （収益の部）

981 1,044 903 926

202 686 76 560

5 1 5 1

772 342 772 342

3 15 51 24

78 118

981 1,044 981 1,044

注）貸借対照表においては緑資源公団の解散の日（平成15年10月1日）の前日の計数を、損益計算書においては当該解散の日の前日までの計数を、

　それぞれ計上している。　　

　　四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。

　　本表には、政策コスト分析の対象としていない特定中山間保全整備事業、平成14年度以降の植栽林分及び水源林特別対策事業が含まれている。

　

区　　　　分 区　　　　分

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 ・ 預 金 未 払 金

有 価 証 券 未 払 費 用

未 収 収 益

そ の 他 の 流 動 負 債未 収 金

固 定 負 債

前 受 金

そ の 他 の 流 動 資 産

緑 資 源 債 券固 定 資 産

長 期 借 入 金造 林 事 業 資 産

引 当 金有 形 固 定 資 産

（負債合計）投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 金

政 府 出 資 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

（資本合計）

資　産　合　計 負債・資本合計

分 収 造 林 収 入

販 売 ・ 解 約 事 務 費 販 売 ・ 解 約 事 務 費 収 入

区　　　　分 区　　　　分

経 常 費 用 経 常 収 益

当 期 損 失 金

合　　計 合　　計

借 入 金 利 息 政 府 補 給 金 収 入

事 業 外 費 用 事 業 外 収 益

分 収 造 林 原 価
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